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平成 19 年 10 月期 中間決算短信（非連結） 

平成 19 年６月 13 日 

上 場 会 社 名        株式会社くらコーポレーション    上場取引所 東証一部 
コ ー ド 番 号         ２６９５                        ＵＲＬ  http://www.kura-corpo.co.jp 
代  表  者 （役職名）代表取締役社長        （氏名）田中 邦彦 
問合せ先責任者 （役職名）取締役経営企画部シニアマネージャー （氏名）竹口 利明 ＴＥＬ(072) 239 － 8071 
半期報告書提出予定日  平成 19 年７月 13 日 
 

（百万円未満切捨て） 
１．19 年４月中間期の業績（平成 18 年 11 月１日～平成 19 年４月 30 日） 
(1)経営成績                               （％表示は対前年中間期増減率） 
 売 上 高     営業利益 経常利益 中間（当期）純利益

 百万円  ％ 百万円   ％ 百万円   ％ 百万円   ％

19 年 ４月中間期 
18 年 ４月中間期 

23,281  (21.7)
19,132  (20.5)

 1,344  (17.2) 
 1,147  (19.3) 

 1,429  (15.5) 
 1,237  (15.6) 

  717  (16.2) 
  617  (13.0) 

18 年 10 月期 40,854    -  2,350    -  2,514    -  1,232    - 
 

 
１株当たり中間 

（当期）純利益 

潜在株式調整後１株当たり

中 間 （ 当 期 ） 純 利 益

  円   銭  円   銭

19 年 ４月中間期 
18 年 ４月中間期 

  6,941   81 
  11,981   38 

  6,936   65 
  11,947   39 

18 年 10 月期   11,940   78   11,918   28 
(参考) 持分法投資損益 19 年４月中間期 －百万円 18 年４月中間期 －百万円 18 年 10 月期 －百万円 
 
(2)財政状態 

 総 資 産      純 資 産 自己資本比率 １株当たり純資産 
 百万円 百万円       ％ 円  銭 

19 年 ４月中間期 
18 年 ４月中間期 

   15,087 
13,566 

   10,389 
    9,094 

     68.9 
     67.0 

100,573  82 
176,083  83 

18 年 10 月期    14,354     9,709      67.6    93,992  01 
(参考) 自己資本 19 年４月中間期 10,389 百万円 18 年４月中間期  －百万円 18 年 10 月期 9,709 百万円 
 
(3)キャッシュ･フローの状況 

 
営 業 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

投 資 活 動 に よ る         
キャッシュ・フロー

財 務 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物
期 末 残 高         

 百万円 百万円 百万円 百万円

19 年 ４月中間期 
18 年 ４月中間期 

    1,455 
    1,051 

    △846 
    △937 

     △98 
     154 

    1,858 
     802 

18 年 10 月期     2,956    △2,153       10     1,348 
 
２．配当の状況 

 １株当たり配当金 

（基準日） 中間期末 期末 年間 

  円 銭  円 銭    円 銭

18 年 10 月期 -  - 360 00 360 00

19 年 10 月期 -  -     

19 年 10 月期(予想)   400 00 400 00

 
３．19 年 10 月期の業績予想（平成 18 年 11 月１日～平成 19 年 10 月 31 日） 

（％表示は対前期増減率） 
 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 1 株当たり 

当期純利益 
 百万円  ％ 百万円  ％ 百万円  ％ 百万円  ％ 円   銭

通期 47,600  (16.5) 2,600  (10.6) 2,800 (11.4)   1,370  (11.2)   13,251   13 
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４．その他 
(1) 中間財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（中間財務諸表作成のための基本となる重

要な事項の変更に記載されるもの） 
① 会計基準等の改正に伴う変更 有 
② ①以外の変更  無 
 (注)詳細は、15ページ「中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」をご覧ください。 
 

 
(2) 発行済株式数（普通株式） 

①期末発行済株式数(自己株式を含む) 19年４月中間期 103,304株 18年４月中間期 51,652株 18年10月期 103,304株 
②期末自己株式数          19年４月中間期    ４株 18年４月中間期     ２株  18年10月期    ４株 
（注)１株当たり中間（当期）純利益の算定の基礎となる株式数については、22 ページ「１株当たり情報」をご

覧ください。 
 

 
 
 

 

 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であ

ると判断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。 
なお、最近の業況等を考慮いたしまして、平成18 年 12 月 14 日に公表いたしました通期業績予想を修正して

おります。 
また、通期業績予想の１株当たり当期純利益は、平成 19 年５月１日から本資料発表日までに行使された新株

予約権（ストック・オプション）による増加株式数を加えた期中平均株式数 103,387 株により算出しておりま
す。業績予想に関する事項は、添付資料４ページをご参照ください。 
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（参考） 
１株当たりの指標遡及修正値 

１株当たり指標につきまして、平成18年５月１日付実施の株式分割（１株を２株に分割）に伴う希薄化を調整、

修正した数値を表示しますと、以下のとおりとなります。 

平成19年10月期  平成 18 年 10 月期  平成18年10月期 
 

中間 中間 期末 

 円    銭  円     銭 円    銭 

１株当たり中間（当期）純利益 6,941    81 5,990   69 11,940   78 

潜在株式調整後 1 株当たり中間

（当期）純利益 
6,936    65 5,973   70 11,918   28 

１株当たり純資産額 100,573    82 88,041    91 93,992    01 

１株当たり配当額 －    － －    － 360    00 
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１．経営成績 

(１)経営成績に関する分析 

①当中間会計期間の概況 

当中間会計期間におけるわが国経済は、緩やかな景気回復基調をたどりましたが、高水準であった設備投

資が減速に転じ、賃金の伸び悩みと相俟って、戦後最長が続く景気回復も強い実感を伴わない状況が続いて

おります。 

そのような経済環境の下、外食産業全体では、原油価格高騰による原材料価格の上昇や、企業間競争がよ

り一層激化する中、“食の安全”やサービスの品質に対する消費者の関心は一層高まり、環境対策と共に企

業の取り組み姿勢が問われる局面が続いております。 

このような状況の下、当社は経営理念であります“食の戦前回帰”の実現に向け、「安全・美味しい・安

い」そして「楽しい」食事の提供に努力してまいりました。  

当社では、他社の追随を許さない当社独自の時間制限管理システムによる鮮度管理を徹底しております。

また、本部での遠隔操作によるカメラ監視により、レーン上に流れる商品の種類、量等を確認し、タイム

リーに店舗に指示･指導を行うことにより、高品質商品の供給力を高め、ご来店いただいたすべてのお客様に

ご満足をいただけるよう取り組んでまいりました。 

販売促進面におきましては、平成18 年 11 月に「ブランド寿司と北の幸フェア」、12 月は「冬のうまいも

の市」、平成19 年２月には「ブランド寿司と魚介の宝庫日本海フェア」を、また３月には恒例の「春らんま

んブランドフェア」を実施、産地とブランドにこだわった季節感あふれる旬のネタをご提供し、顧客来店の

動機付けを図ってまいりました。 

また、携帯電話で登録した店舗の混雑情報の入手と、空席待ち順番予約ができる「携帯予約システム」の

導入を 167 店舗まで拡大、さらに、画期的な注文システム「タッチで注文」の設置店舗も 170 店舗へと拡大

し、更なる顧客満足度の向上を目指してまいりました。 

これらの結果、既存店売上は、当中間会計期間を通して前年同月比平均 105.6％、来店客数においても同

104.1％と前年を超える実績を確保することができました。 

店舗開発につきましては、商圏人口、アクセス、近隣状況等出店候補地を厳選し、関西地区で１店舗(京都

１店舗）、関東地区で７店舗（東京１店舗・神奈川２店舗・埼玉２店舗・千葉１店舗・群馬１店舗）、中部

地区で２店舗（石川１店舗・富山１店舗）の合計10 店舗を新規出店、一方で、関東地区で３店舗閉鎖したた

め、当中間会計期間末の店舗数は、全て直営店で172店舗になりました。 

以上の結果、売上高 232 億 81 百万円(前年同期比 21.7％増加)、営業利益 13 億 44 百万円（同 17.2％増

加）、経常利益14 億 29 百万円（同15.5％増加）、中間純利益７億17 百万円(同 16.2％増加)と増収増益に

なりました。 

 

②通期の見通し 

今後のわが国経済は、好調だった米国経済の減速に伴う輸出の下振れ予測と、６月からの個人住民税増税

等による個人消費の鈍化等、不安材料が多く、先行き不透明な状況が続くものと思われます。 

このような環境の下、外食産業は、食の安全、サービスの品質の向上に対する消費者選好意識はますます

高まることが予測されます。当社は他社の追随を許さない当社独自の時間制限管理システムによる商品の鮮

度管理や、全食材から化学調味料等の四大添加物の除去等、安全で高品質な商品の提供を徹底し、経営理念

である“食の戦前回帰”を貫き通すことにより、皆様の食生活の改善に貢献してまいります。 

また、多様化するお客様のニーズを敏感にとらえた商品・サービスの提供に努め、「くら寿司」ブランド

を広く周知していただけるよう、新規出店を推進すると共に、既存店の活性化に向けて趣向を凝らしたキャ

ンペーン企画等、様々な方策を講じてご来店の動機付けを図ってまいります。 

通期の業績の見通しにつきましては若干の修正を行っております。売上高につきまして、当中間会計期間

は予想以上の増収となりましたが、出店立地をより一層厳選したことで、期初に計画しておりました新規出

店が30店舗から24店舗の見込となったことにより、期初予想を６億円上回る476 億円（前年同期比16.5％

増加）と見込んでおります。また、利益面につきましては、依然として食材価格の高止りや人件費の高騰が

予想されますので、期初予想を若干上回り、営業利益 26 億円（同 10.6％増加）、経常利益 28 億円（同

11.4％増加）、当期純利益13億70百万円（同11.2％増加）を見込んでおります。 
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(２)財政状態に関する分析 

①資産、負債及び純資産の状況 

当中間会計期間末における資産総額は150 億 87 百万円となり、前事業年度末に比べ7 億 32 百万円の増加

となりました。これは、主に堅調な業績による現金及び預金の増加によるものであります。 

負債につきましては、売上規模の増大に伴う仕入債務等の増加があったものの、借入金の返済等による減

少もあり、負債の合計は46億97百万円と前事業年度末と比較して52百万円の微増となりました。 

純資産につきましては、利益剰余金の増加により103億89百万円となりました。 

 

②キャッシュ・フローの状況 

当中間会計期間におけるキャッシュ・フローは、営業活動によるキャッシュ・フローが 14 億 55 百万円の

収入、投資活動によるキャッシュ・フローが８億 46 百万円の支出、財務活動によるキャッシュ・フローが

98 百万円の支出となり、この結果、当中間会計期間末の現金及び現金同等物（以下「資金」という）残高は、

前事業年度末より５億10百万円増加し、18億58百万円となりました。 

当中間会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。 
 
（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当中間会計期間において営業活動の結果得られた資金は14 億 55 百万円（前年同期比38.4％増加）となり

ました。これは、主に税引前中間純利益が 12 億 63 百万円（同 6.5％増加）となり、また、減価償却費が４

億98百万円（同7.2％減少）、仕入債務の増加額が２億11百万（前年同期56百万円）となった一方で、法

人税等の支払額が６億７百万円（前年同期比 9.1％減少）等の資金の減少があったことによるものでありま

す。 
 
（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

当中間会計期間において投資活動の結果使用した資金は８億 46 百万円（同 9.7％減少）となりました。こ

れは、主に有形固定資産の取得による支出５億４百万円（同29.5％減少）、保証金の差入による支出１億94

百万円（同 66.2％増加）及び貸付による支出（建設協力金の支出）１億 25 百万円（同 69.1％増加）等によ

るものであります。 
                                                                                                              
（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当中間会計期間において財務活動の結果使用した資金は 98 百万円（前年同期１億 54 百万円の収入）とな

りました。これは、長期借入金の返済による支出61 百万円（前年同期比19.5％増加）と支払配当金36 百万

円（同1.3％減少）があったことによるものであります。 
 

なお、キャッシュ・フロー指標のトレンドは以下のとおりであります。 
 平成15年

10月期 

平成16年

10月期 

平成17年

10月期 

平成18年

10月期 

平成19年４月 

中間期 

自己資本比率 64.0 ％  67.7 ％ 66.1 ％  67.6 ％   68.9 ％

時価ベースの自己資本比率 122.3 ％ 126.8 ％ 297.2 ％ 195.0 ％  176.7 ％

キャッシュ・フロー対有利子負債比率 0.3  0.3 0.2  0.2  0.2  

インタレスト・カバレッジ・レシオ 342.0 倍 254.7 倍 339.7 倍 321.7 倍 300.2倍

(注) 自己資本比率 ：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率 ：株式時価総額／総資産 

キャッシュ・フロー対有利子負債比率 ：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 
 

インタレスト・カバレッジ・レシオ ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

１．各指標は、いずれも財務数値により算出しております。 

２．株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出しております。 

３．営業キャッシュ・フローは、キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用しております。有利子負債

は、貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象としております。また、利払いについては、

キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。 

４．キャッシュ・フロー対有利子負債比率の中間期での計算は、営業キャッシュ・フローを年額に換算するため２倍しております。 
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③通期の見通し 

通期の見通しにつきましては、営業活動によるキャッシュ・フローでは、税引前当期純利益25億60百万円、

減価償却費10億70百万円を見込んでおります。投資活動によるキャッシュ・フローでは、新規出店等にかか

る設備投資支出 31 億円を見込んでおります。また、財務活動によるキャッシュ・フローでは、コミットメン

トラインにより資金需要への対応をしていく予定です。 

 

(３)利益配分に関する基本方針及び当期の配当 

利益配分につきましては、財務体質と経営基盤の強化を図り、併せて今後の事業展開を勘案し、必要な内

部留保を確保すると共に、将来においても安定した利益配当を継続することを基本方針としております。 

内部留保による資金につきましては、業容の拡大に向けた財務体質の強化及び店舗の新設、その他の資金

需要を賄う原資として活用してまいります。 

また、当中間会計期間に配当はございませんが、株主各位に当社商品への一層のご理解・ご支援をいただく

ため、株主優待制度を実施しております。 

なお、平成19年10月期の配当予想につきましては、１株当たり40円増配し400円としております。 
 

２．企業集団の状況 

最近の有価証券報告書（平成 19 年１月 31 日提出）における「事業系統図（事業の内容）」及び「関係会社

の状況」から重要な変更がないため開示を省略します。 

 

３．経営方針 

(１)会社の経営の基本方針、(２)目標とする経営指標、(３)中長期的な会社の経営戦略、(４)会社の対処すべき課題 

平成 18 年 10 月期決算短信（平成 18 年 12 月 14 日開示）により開示を行った内容から重要な変更がないた

め開示を省略します。 

当該決算短信は、次のＵＲＬからご覧いただくことができます。 

（当社ホームページ） 

http://www.kura-corpo.co.jp 

（東京証券取引所ホームページ（上場会社情報検索ページ）） 

http://www.tse.or.jp/listing/compsearch/index.html 

 

http://www.kura-corpo.co.jp/
http://www.tse.or.jp/listing/compsearch/index.html


㈱くらコーポレーション（2695）平成 19 年 10 月期中間決算短信（非連結） 

 

 7

４．中間財務諸表 

(１)中間貸借対照表 

   
前中間会計期間末 

(平成18年４月30日) 

当中間会計期間末 

(平成19年４月30日) 

前事業年度の要約貸借対照表 

(平成18年10月31日) 

区分 
注記

番号
金額（千円） 

構成比

(％)
金額（千円） 

構成比 

(％) 
金額（千円） 

構成比

(％)

(資産の部)               

Ⅰ 流動資産                   

 １．現金及び預金  802,801     1,858,875   1,348,091     

 ２．たな卸資産  180,161     194,011   123,039     

 ３．前払費用  267,124     295,401   292,177     

 ４．繰延税金資産  49,941     55,364   69,171     

 ５．その他  203,991     126,560   120,121     

流動資産合計    1,504,020 11.1 2,530,212 16.8   1,952,600 13.6 

Ⅱ 固定資産                   

 １．有形固定資産 ※１                  

(１)建物 ※２ 4,536,973     5,087,486    4,994,395     

(２)構築物  442,435     462,754    473,163     

(３)機械及び装置  1,015,560     789,908    885,654     

(４)工具器具及び 

備品 
 786,560     575,960    661,765     

(５)土地 ※２ 785,769     785,769    785,769     

(６)その他  196,723     51,509    96,973     

有形固定資産合計  7,764,021     7,753,389    7,897,720     

 ２．無形固定資産  48,751     74,812    60,080     

 ３．投資その他の資産                 

(１)長期貸付金  1,555,673     1,841,518    1,772,575     

(２)長期前払費用  407,166     416,175    419,887     

(３)繰延税金資産  20,060     15,871    20,268     

(４)差入保証金  2,247,021     2,435,581    2,211,643     

(５)保険積立金  19,460     19,460    19,460     

(６)その他  9,600     -    8,400     

(７)貸倒引当金  △ 9,600     -    △ 8,400     

投資その他の資産 

合計  
 4,249,381     4,728,607    4,443,834     

固定資産合計    12,062,154 88.9  12,556,809 83.2   12,401,635 86.4 

資産合計    13,566,175 100.0  15,087,021 100.0    14,354,236 100.0 
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前中間会計期間末 

(平成18年４月30日) 

当中間会計期間末 

(平成19年４月30日) 

前事業年度の要約貸借対照表 

(平成18年10月31日) 

区分 
注記

番号
金額（千円） 

構成比

(％)
金額（千円） 

構成比 

(％) 
金額（千円） 

構成比

(％)

(負債の部)       

Ⅰ 流動負債     

 １．買掛金  1,632,447 1,998,959  1,787,038 

 ２．一年以内返済予定 

     の長期借入金 
※２ 205,000 246,250  205,000 

 ３．未払金  1,317,547 1,397,385  1,276,584 

 ４．未払法人税等  594,000 573,000  687,000 

 ５．その他  242,451 248,380  352,971 

流動負債合計   3,991,445 29.4 4,463,976 29.6  4,308,593 30.0 

Ⅱ 固定負債     

 １．長期借入金 ※２ 480,000 233,750  336,250 

固定負債合計   480,000 3.6 233,750 1.5  336,250 2.4 

負債合計   4,471,445 33.0 4,697,726 31.1  4,644,843 32.4 

      

(資本の部)     

Ⅰ 資本金   1,989,434 14.6 - -  - - 

Ⅱ 資本剰余金     

 １．資本準備金  2,318,489 -  - 

資本剰余金合計   2,318,489 17.1 - -  - -

Ⅲ 利益剰余金     

 １．利益準備金  83,675 -  - 

 ２．任意積立金  3,960,000 -  - 

 ３．中間未処分利益  743,619 -  - 

利益剰余金合計   4,787,294 35.3  - -  - -

Ⅳ 自己株式   △ 489 △0.0 - -  - -

資本合計   9,094,729 67.0 - -  - -

負債・資本合計   13,566,175 100.0 - -  - -

（純資産の部）     

Ⅰ 株主資本     

１．資本金   - - 1,989,434 13.2  1,989,434 13.9

２．資本剰余金     

 （１）資本準備金  - 2,318,489  2,318,489 

 資本剰余金合計   - - 2,318,489 15.4  2,318,489 16.1

３．利益剰余金     

 （１）利益準備金  - 83,675  83,675 

 （２）その他利益 

剰余金 
    

      別途積立金  - 5,160,000  3,960,000 

      繰越利益剰余金  - 838,185  1,358,283 

 利益剰余金合計   - - 6,081,860 40.3  5,401,958 37.6

４．自己株式   - - △489 △0.0  △489 △0.0

 株主資本合計   - - 10,389,295 68.9  9,709,393 67.6

純資産合計   - - 10,389,295 68.9  9,709,393 67.6

負債・純資産合計   - - 15,087,021 100.0  14,354,236 100.0
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(２)中間損益計算書 

 

 

   

前中間会計期間 

（自 平成17年11月 １日 

至 平成18年 ４月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成18年11月 １日 

至 平成19年 ４月30日) 

前事業年度の要約損益計算書 

(自 平成17年11月 １日 

至 平成18年10月31日)

区分 
注記

番号
金額（千円） 

百分比

(％)
金額（千円） 

百分比 

(％) 
金額（千円） 

百分比

(％)

Ⅰ 売上高    19,132,170 100.0   23,281,809 100.0   40,854,126 100.0

Ⅱ 売上原価    9,241,548 48.3   11,479,193 49.3   19,945,453 48.8

    売上総利益    9,890,621 51.7   11,802,616 50.7   20,908,672 51.2

Ⅲ 販売費及び一般 

   管理費 
   8,743,410 45.7   10,458,331 44.9   18,558,011 45.4

    営業利益    1,147,210 6.0   1,344,284 5.8   2,350,660 5.8

Ⅳ 営業外収益 ※１   98,642 0.5   91,916 0.3   182,463 0.4

Ⅴ 営業外費用 ※２   7,897 0.0   6,999 0.0   18,812 0.0

    経常利益    1,237,956 6.5   1,429,202 6.1   2,514,311 6.2

Ⅵ 特別利益 ※３   1,200 0.0   27,442 0.1   2,400 0.0

Ⅶ 特別損失 ※４   52,644 0.3   193,266 0.8   119,573 0.3

   税引前中間(当期) 

   純利益 
   1,186,511 6.2   1,263,378 5.4   2,397,137 5.9

   法人税、住民税 

   及び事業税 
 552,007     528,084     1,167,406     

   法人税等調整額  17,157 569,165 3.0 18,203 546,288 2.3 △ 2,279 1,165,127 2.9

   中間(当期)純利益    617,346 3.2   717,090 3.1   1,232,010 3.0

前期繰越利益    126,272     -     -   

中間未処分利益    743,619     -     -   
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(３)中間株主資本等変動計算書 

当中間会計期間（自 平成18年11月１日 至 平成19年４月30日） 
株主資本 

資本剰余金 利益剰余金 

その他利益剰余金 

  

資本金 
資本準備金 

資本剰余金

合計 
利益準備金

別途積立金 繰越利益剰余金
利益剰余金合計 

自己株式 
株主資本

合計 

純資産合計

平成18年10月31日残高

(千円) 
1,989,434 2,318,489 2,318,489 83,675 3,960,000 1,358,283 5,401,958  △489 9,709,393 9,709,393 

中間会計期間中の 

変動額 
  

別途積立金の積立て  -  -  -  - 1,200,000  △1,200,000  -  -  -  -

剰余金の配当  -  -  -  -  - △37,188  △37,188  - △37,188 △37,188 

中間純利益  -  -  -  -  - 717,090  717,090  -  717,090  717,090

中間会計期間中の変動額

合計(千円) 
- - -  - 1,200,000 △520,097 679,902  - 679,902 679,902

平成19年４月30日残高

(千円) 
1,989,434 2,318,489 2,318,489 83,675 5,160,000 838,185  6,081,860  △489 10,389,295 10,389,295

  

前事業年度（自 平成17年11月１日 至 平成18年10月31日） 
株主資本 

資本剰余金 利益剰余金 

その他利益剰余金 

  

資本金 
資本準備金 

資本剰余金

合計 
利益準備金

別途積立金 繰越利益剰余金
利益剰余金合計 

自己株式 
株主資本

合計 

純資産合計

平成17年10月31日残高

(千円) 
1,968,118 2,297,173 2,297,173 83,675 2,910,000 1,223,573 4,217,248  △489 8,482,051 8,482,051 

事業年度中の変動額   

新株の発行  21,316  21,316  21,316  -  -  -  -  - 42,632 42,632 

別途積立金の積立て  -  -  -  - 1,050,000  △1,050,000  -  -  -  -

剰余金の配当  -  -  -  -  -  △37,301  △37,301  -  △37,301  △37,301 

役員賞与  -  -  -  -  -  △10,000  △10,000  -  △10,000  △10,000 

当期純利益  -  -  -  -  -  1,232,010 1,232,010  - 1,232,010 1,232,010 

事業年度中の変動額合計

(千円) 
 21,316  21,316  21,316  - 1,050,000  134,709 1,184,709  - 1,227,341 1,227,341 

平成18年10月31日残高

(千円) 
1,989,434 2,318,489 2,318,489 83,675 3,960,000 1,358,283 5,401,958  △489 9,709,393 9,709,393 
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 (４)中間キャッシュ・フロー計算書 

    

前中間会計期間 

(自 平成17年11月１日 

 至 平成18年４月30日)

当中間会計期間 

(自 平成18年11月１日 

 至 平成19年４月30日) 

前事業年度の要約 

キャッシュ・フロー計算書 

(自 平成17年11月１日 

 至 平成18年10月31日) 

区分 
注記

番号
金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー         

     税引前中間(当期)純利益   1,186,511 1,263,378 2,397,137

     減価償却費   537,185 498,677 1,113,232

     貸倒引当金の減少額   △ 1,200 △8,400 △ 2,400

     受取利息   △ 14,046 △17,018 △ 28,650

     支払利息   4,603 5,543 9,413

     固定資産除却損   26,524 4,187 34,876

     賃借契約解約損   20,666 － 20,666

     店舗閉鎖損失   － 150,133 44,627

     たな卸資産の増減額   925 △70,972 58,047

     その他流動資産の増減額   △ 81,583 15,210 △ 58,761

     店舗釣銭用保証金の増加額   △ 85,701 △95,419 △ 30,411

     仕入債務の増加額   56,208 211,921 210,799

     未払消費税等の増減額   24,679 △109,251 132,750

     その他流動負債の増減額   △ 34,281 138,561 63,484

     一括購入資産の減少額   32,394 19,716 54,091

     役員賞与の支払額  － － △10,000

     その他   51,359 61,037 187,619

小計   1,724,248 2,067,305 4,196,526

     利息の受取額   0 65 37

     利息の支払額   △ 4,027 △4,846 △ 9,188

     法人税等の支払額   △ 668,437 △607,380 △ 1,231,199

   営業活動によるキャッシュ・フロー   1,051,782 1,455,143 2,956,176
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前中間会計期間 

(自 平成17年11月１日 

至 平成18年４月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成18年11月１日 

至 平成19年４月30日) 

前事業年度の要約 

キャッシュ・フロー計算書

(自 平成17年11月１日 

至 平成18年10月31日) 

区分 
注記

番号
金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー  

     有形固定資産の取得による支出 △ 715,979 △504,953 △ 1,540,140

     無形固定資産の取得による支出 △ 34,647 △21,283 △ 48,094

     貸付による支出 △ 74,441 △125,864 △ 340,564

     保証金の差入による支出 △ 117,287 △194,880 △ 227,169

     保証金の回収による収入 18,912 23,123 62,392

     その他の投資等の取得による支出 △ 14,979 △31,244 △ 61,907

     その他の投資等の売却等による収入 1,200 8,400 2,400

   投資活動によるキャッシュ・フロー △ 937,222 △846,702 △ 2,153,084

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー  

     長期借入による収入 200,000 - 200,000

     長期借入金の返済による支出 △ 51,250 △61,250 △ 195,000

     株式の発行による収入 42,632 - 42,632

     配当金の支払額 △ 37,290 △36,816 △ 37,430

   財務活動によるキャッシュ・フロー 154,091 △98,066 10,201

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 △ 198 409 450

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額 268,454 510,783 813,744

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高  534,347 1,348,091 534,347

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期末 

   (期末)残高 
 802,801 1,858,875 1,348,091
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 期 別 

 

項 目 

前中間会計期間 

(自 平成17年11月１日 

至 平成18年４月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成18年11月１日 

至 平成19年４月30日) 

前事業年度 

(自 平成17年11月１日 

至 平成18年10月31日) 

１. 資産の評価基準及び評価 

方法 

たな卸資産 

原材料 

 月次総平均法による原価法 

貯蔵品 

 最終仕入原価法 

たな卸資産 

原材料 

     同 左   

貯蔵品 

     同 左   

たな卸資産 

原材料 

    同 左   

貯蔵品 

    同 左   

(１)有形固定資産 

定率法を採用しておりま

す。 

但し、平成10年４月１日

以降に取得した建物（建

物附属設備を除く）につ

いては、定額法によって

おります。 

なお、主な耐用年数は以

下のとおりであります。 

建 物 ８～41年

機 械 及 び 装 置 ３～13年

工具器具及び備品 ３～15年

 

(１)有形固定資産 

同 左 

   

(１)有形固定資産 

同 左 

 

   

(２)無形固定資産 

自社利用のソフトウェ

アについては、社内にお

ける利用可能期間 (５年) 

に基づく定額法を採用し

ております。 

 

(２)無形固定資産 

     同 左   

あ 

 

 

 

 (２)無形固定資産 

同 左 

 

 

 

 

２. 固定資産の減価償却方法 

(３)長期前払費用 

定額法を採用しておりま

す。但し、食器等、新規出

店に際し一括して購入し、

長期にわたり使用する物品

については、償却年数４

年、残存価額ゼロとする級

数法を採用しております。 

 

(３)長期前払費用 

     同 左   

(３)長期前払費用 

同 左 

  

３. 引当金の計上基準 貸倒引当金 

債権の貸倒損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収

可能性を勘案し、回収不能見込

額を計上しております。 

貸倒引当金 

債権の貸倒損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収

可能性を勘案し、回収不能見込

額を計上することとしておりま

す。 

貸倒引当金 

債権の貸倒損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収

可能性を勘案し、回収不能見込

額を計上しております。 

４. 外貨建の資産及び負債の本邦

通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、

中間決算日の直物為替相場

により円貨に換算し、換算

差額は損益として処理して

おります。 

同 左  外貨建金銭債権債務は、

決算日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、換算差額

は損益として処理しており

ます。 
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 期 別 

 

項 目 

前中間会計期間 

(自 平成17年11月１日 

至 平成18年４月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成18年11月１日 

至 平成19年４月30日) 

前事業年度 

(自 平成17年11月１日 

至 平成18年10月31日) 

５. リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

おります。 

同 左 同 左 

６. 中間キャッシュ・フロー計算

書(キャッシュ・フロー計算

書)における資金の範囲 

中間キャッシュ・フロー

計算書における資金(現金及

び現金同等物)は、手許現

金、随時引き出し可能な預

金及び容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わ

ない取得日から３ヶ月以内

に償還期限の到来する短期

投資からなっております。 

同 左 キャッシュ・フロー計算

書における資金(現金及び現

金同等物)は、手許現金、随

時引き出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅

少なリスクしか負わない取

得日から３ヶ月以内に償還

期限の到来する短期投資か

らなっております。 

７. その他中間財務諸表(財務諸

表)作成のための基本となる重

要な事項 

消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の

会計処理は、税抜方式に

よっております。なお、仮

払消費税等及び仮受消費税

等は相殺のうえ、流動負債

の「その他」に含めて表示

しております。 

消費税等の会計処理 

同 左 

消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の

会計処理は、税抜方式に

よっております。 
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前中間会計期間 

(自 平成17年11月１日 

至 平成18年４月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成18年11月１日 

至 平成19年４月30日) 

前事業年度 

(自 平成17年11月１日 

至 平成18年10月31日) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(固定資産の減損に係る会計基準) 

当中間会計期間より、固定資産の減損に

係る会計基準(「固定資産の減損に係る会計

基準の設定に関する意見書」(企業会計審議

会 平成 14 年８月９日）)及び「固定資産

の減損に係る会計基準の適用指針」(企業会

計基準適用指針第６号 平成15 年 10 月 31

日)を適用しております。これによる損益に

与える影響はありません。 

 

 

（役員賞与に関する会計基準） 

 当中間会計期間より、「役員賞与に関す

る会計基準」（企業会計基準第４号 平成

17 年 11 月 29 日）を適用しております。こ

れによる損益に与える影響はありません。 

 

(有形固定資産の減価償却の方法) 

当中間会計期間より、平成19年度の税制

改正に伴い、平成19 年４月１日以降に取得

した有形固定資産については、改正後の法

人税法に規定する減価償却の方法によって

おります。 

なお、この変更に伴う営業利益、経常利

益及び税引前中間純利益に与える影響は軽

微であります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当事業年度より、固定資産の減損に係る

会計基準（「固定資産の減損に係る会計基

準の設定に関する意見書」（企業会計審議

会 平成14 年８月９日））及び「固定資産

の減損に係る会計基準の適用指針」（企業

会計基準適用指針第６号 平成 15 年 10 月

31 日）を適用しております。これによる損

益に与える影響はありません。 

 

 

（役員賞与に関する会計基準） 

 当事業年度より、「役員賞与に関する会

計基準」（企業会計基準第４号 平成17 年

11 月 29 日）を適用しております。これに

よる損益に与える影響はありません。 

 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準） 

 当事業年度より、「貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会計基準」（企業会計

基準第５号 平成 17 年 12 月９日）及び

「貸借対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準等の適用指針」（企業会計基準適

用指針第８号 平成 17 年 12 月９日）を適

用しております。なお、従来の資本の部の

合計に相当する金額は 9,709,393 千円であ

ります。 

 なお、財務諸表等規則の改正により、当

事業年度における貸借対照表の純資産の部

については、改正後の財務諸表等規則によ

り作成しております。 
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注記事項 
（中間貸借対照表関係） 

      期 別 

項 目 

前中間会計期間末 

（平成18年４月30日） 

当中間会計期間末 

（平成19年４月30日） 

前事業年度末 

（平成18年10月31日） 

※１．有形固定資産の 

減価償却累計額 3,793,846千円 4,755,593千円 4,304,281千円 

(イ)担保に供している資産 (イ)担保に供している資産 (イ)担保に供している資産 

建 物 157,962千円 建 物 150,079千円 建 物 153,832千円

土 地 248,399千円 土 地 248,399千円 土 地 248,399千円

計 406,362千円 計 398,478千円 計 402,232千円

(ロ)上記に対応する債務 (ロ)上記に対応する債務 (ロ)上記に対応する債務 

一年以内 

返済予定の 

長期借入金 
100,000千円

一年以内 

返済予定の 

長期借入金 
120,000千円 

一年以内 

返済予定の 

長期借入金 

100,000千円

長期借入金 150,000千円 長期借入金 115,000千円 150,000千円

※２．担保資産及び 

対応債務 

計 250,000千円 計 235,000千円 

長期借入金 

計 250,000千円

当社においては、運転資金の効

率的な調達を行うため取引銀行１

行と貸出コミットメント契約を締

結しております。 

当中間会計期間末における貸出

コミットメントに係る借入未実行

残高等は次のとおりであります。 

当社においては、運転資金の効

率的な調達を行うため、取引銀行

１行と貸出コミットメント契約

（15億円）を締結しております。 

また、不測の事態に備え、流動

性を確保するためのバックアップ

ラインとして、シンジケーション

方式の長期コミットメントライン

契約（20 億円）を締結しておりま

す。 

当中間会計期間末における貸出

コミットメントに係る借入未実行

残高等は以下のとおりでありま

す。 

当社においては、従来より運転

資金の効率的な調達を行うため、

取引銀行１行と貸出コミットメン

ト契約（15 億円）を締結しており

ます。 

また、新たに不測の事態に備

え、流動性を確保するためのバッ

クアップラインとして、シンジ

ケーション方式の長期コミットメ

ントライン契約（20 億円）を締結

しております。 

当事業年度末における貸出コ

ミットメントに係る借入未実行残

高等は以下のとおりであります。 

貸出コミットメントの総額 

1,500,000千円

借入実行残高       －千円

貸出コミットメントの総額 

3,500,000千円 

借入実行残高       －千円 

貸出コミットメントの総額 

3,500,000千円

借入実行残高       －千円

差引額 1,500,000千円 差引額 3,500,000千円 差引額 3,500,000千円

３．貸出コミットメント 
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（中間損益計算書関係） 

      期 別 

 

項 目 

前中間会計期間 

(自 平成17年11月１日 

至 平成18年４月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成18年11月１日 

至 平成19年４月30日) 

前事業年度 

(自 平成17年11月１日 

至 平成18年10月31日) 

受 取 利 息 14,046千円 受 取 利 息 17,018千円 受 取 利 息 28,650千円※１.営業外収益の主要項目 

受取手数料 36,658千円 受取手数料 54,837千円 受 取 手 数 料 89,934千円

※２.営業外費用の主要項目 支 払 利 息 4,603千円 支 払 利 息 5,543千円 支 払 利 息 9,413千円

※３.特別利益の主要項目 貸倒引当金戻入額 1,200千円 貸倒引当金戻入額 8,400千円 貸倒引当金戻入額 2,400千円

  租税還付金等 19,042千円  

※４.特別損失の主要項目 固定資産除却損 31,977千円 固定資産除却損 5,518千円 固定資産除却損 43,346千円

 賃借契約解約損 20,666千円 店舗閉鎖損失 186,731千円 店舗閉鎖損失 55,560千円

   賃借契約解約損 20,666千円

 ５.減価償却実施額 有形固定資産 532,635千円 有形固定資産 489,117千円 有形固定資産 1,103,506千円

 無形固定資産 1,914千円 無形固定資産 6,551千円 無形固定資産 4,032千円
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（中間株主資本等変動計算書関係） 
当中間会計期間（自 平成18年11月１日 至 平成19年４月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項            

   
  前事業年度末 
株式数(株) 

当中間会計期間 
増加株式数(株) 

当中間会計期間 
減少株式数(株) 

当中間会計期 
末株式数(株) 

発行済株式     

普通株式 103,304.6 - - 103,304.6 

合計 103,304.6 - - 103,304.6 

自己株式     

普通株式 4.4 - - 4.4 

合計 4.4 - - 4.4 
    

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 

区分 新株予約権の内訳 
新株予約権の 
目的となる 
株式の種類 

前事業年度
末 

当中間会計
期間増加 

当中間会計
期間減少 

当中間会計
期間末 

当中間会計
期間末残高
（千円） 

提出会社 
ストック・オプション
としての新株予約権 

－ － － － －   －

合計 － － － － －   －

（注）会社法の施行前に付与されたストック・オプションであるため、当中間会計期間末の残高はありません。 

    

 

３．配当に関する事項 
（１）配当金支払額 

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（千円） 

１株当たり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日 

平成19年１月30日 
定時株主総会 

普通株式 37,188 360 平成18年10月31日 平成19年１月31日

 

（２）基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間会計期間末後となるもの 

該当事項はございません。 
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前事業年度（自 平成17年11月１日 至 平成18年10月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項  

   
前事業年度末 
株式数(株) 

当事業年度 
増加株式数(株) 

当事業年度 
減少株式数(株) 

当事業年度末 
株式数(株) 

発行済株式     

普通株式（注）１ 51,452.4 51,852.2 - 103,304.6 

合計 51,452.4 51,852.2 - 103,304.6 

自己株式     

普通株式（注）２ 2.4 2.0 - 4.4 

合計 2.4 2.0 - 4.4 

（注）１．発行済株式総数の増加は、新株予約権の行使による増加が200株、平成18年３月15日開催の取締役会決議により、平成

18年５月１日をもって普通株式１株を２株に分割したことに伴う増加が51,652.2株であります。 

   ２．自己株式の増加は、平成18年３月15日開催の取締役会決議により、平成18年５月１日をもって普通株式１株を２株に

分割したことに伴う増加であります。 

 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 

区分 新株予約権の内訳 
新株予約権の 
目的となる 
株式の種類 

前事業年度
末 

当事業年度
増加 

当事業年度
減少 

当事業年度
末 

当事業年度末
残高（千円）

提出会社 
ストック・オプション
としての新株予約権 

－ － － － －   －

合計 － － － － －   －

（注）会社法の施行前に付与されたストック・オプションであるため、当事業年度末の残高はありません。 

    

３．配当に関する事項 
（１）配当金支払額 

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（千円） 

１株当たり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日 

平成18年１月30日 

定時株主総会 
普通株式 37,301 725 平成17年10月31日 平成18年１月31日 

 

（２）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

決議 株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

配当の原資
１株当たり 
配当額（円）

基準日 効力発生日 

平成19年１月30日 

定時株主総会 
普通株式 37,188 利益剰余金 360 平成18年10月31日 平成19年１月31日
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（中間キャッシュ･フロー計算書関係） 

前中間会計期間 
（自 平成17年11月１日 
至 平成18年４月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年11月１日 
至 平成19年４月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年11月１日 
至 平成18年10月31日） 

１．現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係 

１．現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係 

１．現金及び現金同等物の期末残高と

貸借対照表に掲記されている科目の

金額との関係 

（平成18年４月30日現在） （平成19年４月30日現在） （平成18年10月31日現在）
 
現金及び預金勘定 802,801 千円

現金及び現金同等物 802,801 千円
  

 
現金及び預金勘定 1,858,875 千円

現金及び現金同等物 1,858,875 千円
  

 
現金及び預金勘定 1,348,091 千円

現金及び現金同等物 1,348,091 千円
  

２．同一相手先に対する店舗地代家賃

の支払と、貸付金（利息含む）の回

収は相殺されております。 

同左 同左 
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（リース取引関係） 

前中間会計期間 
（自 平成17年11月１日 
至 平成18年４月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年11月１日 
至 平成19年４月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年11月１日 
至 平成18年10月31日） 

 リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引 

(１）リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額、減損損失累計

額相当額及び中間期末残高相当額 

(１）リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額、減損損失累計

額相当額及び中間期末残高相当額 

(１）リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額、減損損失累計

額相当額及び期末残高相当額 
 

 
取得価額
相当額 

 
減価償却
累計額相
当額 

中間期末
残高相当
額 

 千円 千円 千円

機械及び
装置 

1,186,043
 

498,935 687,107

車両運搬
具 

82,132
 

28,708 53,423

工具器具
及び備品 

574,296
 

185,350 388,945

ソフト 
ウェア 

985,195
 

321,401 663,794

合計 2,827,668
 

1,034,396 1,793,271

  

 

 
取得価額
相当額 

減価償却
累計額相
当額 

中間期末
残高相当
額 

 千円 千円 千円

機械及び
装置 

1,514,210 645,528 868,682

車両運搬
具 

74,498 30,213 44,285

工具器具
及び備品

938,407 286,028 652,378

ソフト 
ウェア 

1,147,853 502,054 645,799

合計 3,674,970 1,463,824 2,211,145

  

 

 
取得価額
相当額 

 
減価償却
累計額相
当額 

 
期末残高
相当額 

 千円 千円 千円

機械及び
装置 

1,400,712
 

579,860
 

820,852

車両運搬
具 

100,511
 

37,916
 

62,594

工具器具
及び備品

782,250
 

231,028
 

551,222

ソフト 
ウェア 

1,061,271
 

396,147
 

665,124

合計 3,344,747
 

1,244,953
 

2,099,793

  
(２）未経過リース料中間期末残高相当額等 

   未経過リース料中間期末残高相当額 

(２）未経過リース料中間期末残高相当額等

   未経過リース料中間期末残高相当額

(２）未経過リース料期末残高相当額等

未経過リース料期末残高相当額 
 

１年内 519,571千円

１年超 1,295,791千円

合計 1,815,362千円
  

 
１年内 608,285千円

１年超 1,633,390千円

合計 2,241,675千円
  

 
１年内 582,532千円

１年超 1,543,418千円

合計 2,125,951千円
  

(３）支払リース料、リース資産減損勘

定の取崩額、減価償却費相当額、支

払利息相当額及び減損損失 

(３）支払リース料、リース資産減損勘

定の取崩額、減価償却費相当額、支

払利息相当額及び減損損失 

(３）支払リース料、リース資産減損勘

定の取崩額、減価償却費相当額、支

払利息相当額及び減損損失 
 

支払リース料 285,673千円

減価償却費相当額 270,404千円

支払利息相当額 18,273千円
  

 
支払リース料 346,108千円

減価償却費相当額 324,705千円

支払利息相当額 27,715千円
  

 
支払リース料 592,247千円

減価償却費相当額 559,220千円

支払利息相当額 41,223千円
  

(４）減価償却費相当額の算定方法 (４）減価償却費相当額の算定方法 (４）減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法によっており

ます。 

同左 同左 

(５）利息相当額の算定方法 (５）利息相当額の算定方法 (５）利息相当額の算定方法 

   リース料総額とリース物件の取得

価額相当額との差額を利息相当額と

し、各期への配分方法については、

利息法によっております。 

 

（減損損失について） 

リース資産に配分された減損損失は

ありません。 

同左 

 

 

 

 

（減損損失について） 

同左 

 

同左 

 

 

 

 

（減損損失について） 

同左 

 

 
（開示の省略等） 

有価証券、デリバティブ取引、持分法投資損益等、ストック・オプション等、企業結合等については、該当
事項はございません。 
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（１株当たり情報） 

前中間会計期間 

(自 平成17年11月１日 

至 平成18年４月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成18年11月１日 

至 平成19年４月30日) 

前事業年度 

(自 平成17年11月１日 

至 平成18年10月31日) 

１株当たり純資産額 

176,083.83円 

１株当たり中間純利益 

11,981.38円 

潜在株式調整後１株当たり中間純利益 

11,947.39円 

 

１株当たり純資産額 

100,573.82円

１株当たり中間純利益 

6,941.81円

潜在株式調整後１株当たり中間純利益 

          6,936.65円

当社は、平成18年５月１日付で株式１株

につき２株の株式分割を行っております。 

 なお、当該株式分割が前期首に行われた

と仮定した場合の前中間会計期間における

１株当たり情報については、以下のとおり

となります。 

１株当たり純資産額 

88,041.91円

１株当たり中間純利益 

5,990.69円

潜在株式調整後１株当たり中間純利益 

5,973.70円

１株当たり純資産額 

 93,992.01円

１株当たり当期純利益 

11,940.78円

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 

             11,918.28円

 

(注)１株当たり中間（当期）純利益及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益の算定上の基礎は、以下の

とおりであります。 

 

 

前中間会計期間 

(自 平成17年11月１日 

至 平成18年４月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成18年11月１日 

至 平成19年４月30日) 

前事業年度 

(自 平成17年11月１日 

至 平成18年10月31日) 

１株当たり中間（当期）純利益    

中間（当期）純利益（千円） 617,346 717,090 1,232,010 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － － 

普通株式に係る中間（当期）純利益（千円） 617,346 717,090 1,232,010 

普通株式の期中平均株式数（株） 51,525.5 103,300.2 103,176.7 

潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益    

中間（当期）純利益調整額（千円） － － － 

普通株式増加数（株） 146.6 76.9 194.7 

（うち新株予約権） (146.6)  (76.9) (194.7) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後 

１株当たり中間（当期）純利益の算定に含めな

かった潜在株式の概要 
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（重要な後発事象） 

 前中間会計期間 

(自 平成17年11月 １日 

至 平成18年 ４月30日) 

 当中間会計期間 

(自 平成18年11月 １日 

至 平成19年 ４月30日) 

 前事業年度 

(自 平成17年11月 １日 

至 平成18年10月31日) 

 平成 18 年３月 15 日開催の取締役会におい

て、株式の分割（無償交付）を次のとおり決議

しております。 

 

１．平成 18 年５月１日付をもって普通株式１

株を２株に分割する。 

 

 (１)分割により増加する株式数 

普通株式 51,652.2株 

 

(２)分割の方式 

平成18 年４月30 日(日曜日) [ただし、当日

及び前日は名義書換代理人の休業日につき、実

質上は平成18年４月28日(金曜日）]最終の株

主名簿及び実質株主名簿に記載または記録され

た株主並びに端株原簿に記載または記録された

端株主の所有株式数を、１株につき２株の割合

をもって分割する。ただし、分割の結果生ずる

１株未満の端数は、これを一括売却または買受

けし、その代金を端数の生じた株主に対し、そ

の端数に応じて分配する。 

 

２．配当起算日 

 平成18年５月１日 

当該株式分割が前期首に行われたと仮定した

場合の前中間会計期間及び前事業年度における

１株当たり情報並びに当期首に行われたと仮定

した場合の当中間会計期間における１株当たり

情報は、それぞれ以下のとおりとなります。 

前中間会計

期間 

当中間会計

期間 
前事業年度 

１株当たり

純資産額 

77,044.48円 

１株当たり

純資産額 

88,041.91円 

１株当たり

純資産額 

82,332.87円 

１株当たり

中間純利益 

5,315.69円 

１株当たり

中間純利益 

5,990.69円 

１株当たり

当期純利益 

10,611.76円 

潜在株式調

整後１株当

たり中間純

利益 

5,303.44円 

潜在株式調

整後１株当

たり中間純

利益 

5,973.70円 

潜在株式調

整後１株当

たり当期純

利益 

10,581.24円  

    

 



㈱くらコーポレーション（2695）平成 19 年 10 月期中間決算短信（非連結） 

 

 24

 

５．営業概況 

部  門  別  売  上  高 
 

 

前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度 

（自 平成17年11月 １日 

至 平成18年 ４月30日） 

（自 平成18年11月 １日 

至 平成19年 ４月30日） 

（自 平成17年11月 １日 

至 平成18年10月31日）  

金額（千円） 
百分比 

（％） 
金額（千円） 

百分比 

（％） 
金額（千円） 

百分比 

（％） 

   ％  ％   ％

回 転 す し 店  19,132,170 100.0  23,281,809 100.0  40,854,126 100.0

合        計  19,132,170 100.0  23,281,809 100.0  40,854,126 100.0

        

 


